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【目 的】 福島県避難地域広域公共交通検討協議会における地域公共交通網形成計画に向けた検討に資するため、地域公共交通の現況整
理や課題等を整理する。

【調査方法】 アンケート調査、ヒアリング調査、文献調査
【調査対象】 自治体、避難地域12市町村に住民登録のある15歳以上の住民（避難元から県外・県内へ避難されている住民、既に避難元に帰還さ

れている 住民を含む）、公共交通事業者、高等学校、医療施設、商業施設、復興関連事業者
【主な調査内容】 公共交通に関する現況及び課題、地域公共交通計画に対する要望や課題 等

【自治体】
• 10年先も公共交通を維持していくためには、運行財源・バス車両・運転士
の確保が必要、という意見がある。

• 各市町村の拠点整備と並行して進めていく方が良い、という意見がある。
• 路線の再編等が必要、という意見がある。

【事業者等】
• バス事業者やタクシー事業者からは乗務員不足が課題という意見があ
る。

• 高等学校や医療施設において公共交通への期待が高い。

【文献情報】
• 福島イノベーション・コースト構想や復興拠点の整備等が進展。
• 避難指示の解除が進展。

【住民】
• 公共交通に期待する役割は「かかりつけ医に通える公共交通」「食料品・日
用品の買物に使える公共交通」が最も多く、移動に制約のある方は「かかり
つけ医に通える公共交通」への期待が特に大きい。

• 買物や通院において、避難住民も帰還住民も、自動車利用の割合は7割か
ら8割。

• 帰還住民においては、買物や通院時の目的地までの所要時間が避難住民
よりも相対的に長い。

• 買い物、通院では、市町村をまたぐ移動が活発。
【事業者等】
• スクールバスの運行を行っている学校は１校。
• シャトルバスの運行を行っている医療施設は50％（17施設）シャトルバスの
運行を行っている商業施設は8.3％（２施設）。

• 自社送迎バスの運行を行っている復興関連事業者は56.5％（13社）。

• 通院や買物等のニーズに対応し、避難地域での更なる高齢化と、移動制約者への対応を見据えて、安心して日常生活を送るための公共交通体系の構築が課題

• 避難地域の意見を踏まえ、財政負担等に配慮し、持続可能な公共交通ネットワークの形成が課題

• 避難地域の公共交通を担う乗務員を確保するとともに、運行路線の充実・再編が課題

• 帰還した住民のみならず、新たな居住者が安心して日常生活を送ることができる地域公共交通網の確保が課題

• 移動サービスレベルを向上させ、避難住民の帰還を促す交通網の確保が課題

• 福島イノベーション・コースト構想の進展や復興拠点の整備等にともない、拠点等をつなぐ利便性の高い公共交通の確保が課題 2

福島県12市町村における地域公共交通網形成に関する調査結果概要
調査概要

公共交通に関する現況 地域公共交通計画に対する要望等

地域公共交通網形成にあたっての課題
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① 調査対象 避難地域12市町村に住民登録のある15歳以上の住民（避難
元から県外・県内へ避難されている住民、既に避難元に帰還されている
住民を含む）

② 実施期間 平成28年12月～平成29年1月
③ 実施方法 郵送又は広報による配布、郵送による回収 1世帯当たり3

枚の調査票を配布
④ アンケート回収率等

アンケート配布数 13,837世帯（1世帯当たり3枚の調査票を配布）
アンケート回収率 38.2％（配布世帯数13,837世帯に対する回収数
5,282枚）

アンケート調査等の概要 参考

① 調査対象 避難地域12市町村及び、福島市・いわき市等で営業されて
いる公共交通事業者（バス４社、タクシー43社）

② 実施期間 平成29年1月

③ 実施方法 FAXによる配布、メール又はFAXによる回収
④ アンケート回収率等

【バス】有効配布数：4社 回収率：50％（回収数2社）
【タクシー】有効配布数：43社 回収率：16％（回収数7社）

① 調査対象 避難地域12市町村に所在する高等学校（サテライト校を含む
31校）

② 実施期間 平成29年1月
③ 実施方法 メールによる配布、メール又はFAXによる回収
④ アンケート回収率等 有効配布数：31校 回収率：45％（回収数14校）

① 調査対象 避難地域12市町村及び、福島市・いわき市・郡山市・伊達市に
所在する二次医療施設（90施設）

② 実施期間 平成29年1月
③ 実施方法 郵送・メールによる配布、メール又はFAXによる回収
④ アンケート回収率等 有効配布数：85施設 回収率：40％（回収数34施設）

（４）医療施設向けアンケート

① 調査対象 避難地域12市町村及び、いわき市に所在する大型商業施設
（141施設）

② 実施期間 平成29年1月
③ 実施方法 郵送による配布、郵送・メール又はFAXによる回収
④ アンケート回収率等 有効配布数：97施設 回収率：25％（回収数24施設）

① 調査対象 避難地域12市町村で活動されている復興関連事業者（26社）
② 実施期間 平成29年1月
③ 実施方法 メールによる配布、メール又はFAXによる回収
④ アンケート回収率等 有効配布数：27社（1社より複数回答あり） 回収

率：85％（回収数23社）

（１）住民向けアンケート

（２）交通事業者向けアンケート

（３）高等学校向けアンケート

（５）商業施設向けアンケート

（６）復興事業者向けアンケート

① 調査対象 避難地域12市町村全ての自治体
② 実施期間 平成28年9月～平成28年10月
③ 実施方法 訪問によるヒアリング

（７）自治体向けヒアリング



公共交通に関する現況及び課題

 住民が公共交通に期待する役割は「かかりつけ医に通える公共交通」「食料品・日用品の買物に使える公共交通」が最も多い(図1-1)。

31%

27%

18%

28%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

帰還住民

避難住民

通勤に利用できる公共交通
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近隣の主な都市（福島・郡山・いわき・仙台の各市）にアクセスしやすい公共交通
当面の避難先と避難元を行き来するための公共交通
首都圏にアクセスしやすい公共交通
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図1-1 住民が公共交通に期待する役割

1）地域公共交通整備に関して重視すべき点
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出典：住民向けアンケート



図1-2 住民が公共交通に期待する役割(年代別・地域別) 5

 世代別や地域別に分析すると、高齢層では「かかりつけ医に通える公共交通」のニーズが高くなっている一方で、若年層では「送迎に頼らず
に通学できる公共交通」が多いことや、避難住民においては、「近隣の主な都市（福島・郡山・いわき・仙台の各市）にアクセスしやすい公共交
通」のニーズが相対的に高くなっているなどの特徴がみられる(図1-2)。

→ 通院や買物等のニーズに対応し、将来を見据えた公共交通ネットワークの構築が課題

出典：住民向けアンケート
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 避難地域では、帰還住民・避難住民を含め買物・通院時に自動車での移動に依存している(図2-1)。
 一方で、移動に制約のある方（「ひとりで十分にできる」「ひとりで何とかできる」と回答した以外の方）が約13％いることや、今

後、高齢化が進展すると予想されることから、買物や通院時の移動に対する不安が伺える(図2-2、2-3)。

図2-1 買物・通院時の交通手段分担割合
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める高齢者の割合が高い 図2-2 回答者の年齢構成

日常生活における移動に支障・

不安を抱えている方が13％程度

(12％)

(13％)

(13％)

図2-3 日常生活行動の状況

→ 避難地域での更なる高齢化と、移動制約者への対応を見据えて、安心して日常生活を送るための公共交通体系の構築が課題
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2）交通行動と高齢化の実態

(N=1,954)

(N=3,930)

(N=550)

(N=1,909)

(N=3,925)

(N=634)

(N=2,488)

(N=4,984)

(N=783)

(N=3,481)

(N=3,400)

(N=3,413)

出典：住民向けアンケート
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買物時の自動車利用：避難住民

週に５回以上 週に２～３回 週に１回程度

２～３週間に１回程度 月に１回程度 とくに決まっていない

 自動車利用（自分で運転）の外出頻度と所要時間を比較すると、帰還住民と避難住民で差が見られ、帰還住民は、「買物での外出頻度が少な
く、所要時間が長い、出発時刻が早い（時間をかけて帰還市町村外へ移動することが多いことが想定される ）」傾向がある。一方で、避難住民
は、「買物での外出頻度が相対的に多く、所要時間が短い、出発時刻が相対的に遅い（避難市町村内での移動が多いことが影響していると想
定される）」傾向を示している(図3-1～3-4)。

 ２）で示した通り、買物や通院において、避難住民も帰還住民も、自動車利用の割合は7割から8割を占めているが、目的地までの所要時間で
31分以上かかる割合が、帰還住民は避難住民よりも長い。

図3-1 買物における自動車利用時の頻度

図3-2 通院における自動車利用時の頻度
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3）買物・通院時における帰還住民と避難住民の自動車利用の実態比較
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図3-3 買物・通院における自動車利用時の所要時間

帰還住民の方が所要時間は相対的に長い
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図3-4 買物・通院における自動車利用時の出発時刻
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出典：住民向けアンケート

→避難住民の帰還を促進するためには、まちづくり等とも連携しながら公共交通体系を構築し、移動サービスレベルを向上
させることが課題



 １２市町村の居住者は、それ以外の市町村以外居住者と比べ、買物や通院において、市町村をまたぐ移動が
活発(図4-1～4-4）。

→ バス等の公共交通の再編に向けては、他市町村間の生活圏域を捉えた、住民ニーズに合致したネットワーク構築が課題
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同一市町村内での移動
12市町村→居住地以外の他市町村への移動
それ以外の市町村間の移動

N=4,108

※1人当たり最大2つまで店舗を記入しており、Nはその総数を示す

54％が「同一市内での移

動」である
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4）地域の生活圏域（地域の結びつき）

出典：住民向けアンケート

図4-1 買物店舗への移動内訳

図4-2 12市町村とそれ以外の市町村における買物店舗への移動内訳

43.2%

62.0%

17.3%

18.6%

39.5%

19.4%

0% 50% 100%

１２市町村起点
N=1,756

１２市町村以外起点
N=2,352

内々 内外（12市町村) 内外（12市町村以外)

40 ％が 12 市

町 村 以 外

へ の移動

68% 22% 10%医療施設

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同一市町村内での移動
12市町村→居住地以外の他市町村への移動
それ以外の市町村間の移動

N=3,826

※1人当たり最大2つまで医療施設を記入しており、Nはその総数を示す

68％が「同一市内での

移動」である

図4-3 医療施設への移動内訳

49.4%

82.3%

7.4%

3.8%

43.2%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１２市町村起点
N=1,668

１２市町村以外起点
N=2,158

内々 内外（12市町村) 内外（12市町村以外)

43％が12市町村

以外へ の移動

図4-4 12市町村とそれ以外の市町村における医療施設への移動内訳

買物店舗への移動内訳 医療施設への移動内訳



①自治体の意見
 10年先も公共交通を維持していくためには、運行財源・バス車両・運転士の確保が必要、という意見がある。

 各市町村の拠点整備と並行して進めていくことがベターである、という意見がある。

 路線の再編等が必要、新たなバス停設置を検討している、という意見がある。

表5-1 自治体の意見

→避難地域の意見を踏まえ、運行路線の充実・再編、財政負担等に配慮し、持続可能な公共交通ネットワークの形成が課題
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5）地域公共交通計画に対する要望や課題

出典：自治体向けヒアリング

自治体 ヒアリング結果 

市町村A ・市内交通については、廃止を検討している区間があるため、広域交通との関係で住民の合意形成に留意が必要である。 

市町村B 
・交通網形成計画を策定し、再編実施計画の策定も行っている。バスターミナルは拠点の一つとなる。 
・再編実施計画の認定のためには路線再編等が必要になってくるが、調整をどうしていくか今後考えていかなければならない。 

市町村C 
・通過ではなく乗降までとなると、町の負担割合が発生するため、近隣町村や事業者との調整は必要。 
・新規で路線を始めるのは良いが、終了する時は住民への説明が大変である。この先も恒久的に継続していくのならともかく、期限付きでバスを運行
するといった方針を考える必要がある。 

市町村D 
・帰還者については自家用車を運転出来る方が多いため、バスが無くとも大体の方が自家用車の利用となる。ただし、運転が出来ず公共交通機関を
利用する高齢者の方もいる。 

・継続性の担保については重要である。 

市町村E 
・現在はジャンボタクシーによるデマンドバスを運行。避難指示解除後いつまで当該事業を活用できるか不安はあるが、震災前も町単費で交通事業
を実施していたので運行のハードルは低い。 

市町村 F 
・10年先も公共交通を維持していくためには、運行財源・バス車両・運転士の確保が必要である。 
・4条許可で運行するのであれば、市町村に財政負担のないスキーム作りが必要である。 

市町村G ・いわき市になるべく短時間で行ければ通学・通勤等での公共交通の選択肢が増えると思われる。 

市町村H 
・6号線を JR常磐線と平行して走る路線については、常磐線が 31年に全線開通予定ということもあり、バス一辺倒と考える訳にはいかないという事
情もある。 

・JRへは便数等で要望は出しているが、逆に乗客がいるのか、等問われており大変である。 

市町村 I ・各市町村の拠点整備と並行して進めていくことがベターである。 

市町村 J 
・399号を軸に飯舘村～川内村の町村での連携が過去あった。 
・船引駅と都路診療所等に行く無料タクシーを運行している。来年度も継続運行していきたい。 

市町村K 
・要望路線としては、南相馬～飯舘～川俣～福島医大を結ぶ路線を検討中である。 
・道の駅構想が実現すれば、そこにバス停車場を設けることも考えている。 

 



②交通事業者等の意見
 バス事業者からは、「南相馬～福島線」における福島医大への乗入れ要望や、「船引～葛尾線」の運行、「船引～川内線」の運行の維持等

の意見がある。
 バス事業者やタクシー事業者からは乗務員不足が課題という意見がある。
 高等学校や医療施設においても公共交通への期待が高い。
 復興関連事業者からは公共交通の運行本数の充実等の意見がある。

表5-2 交通事業者等の意見

→避難地域の公共交通を担う乗務員を確保するとともに、運行路線の充実・再編が課題

10出典：交通事業者向けアンケート、高等学校向けアンケート、医療施設向けアンケート、商業施設向けアンケート、復興事業者向けアンケート

 

区分 主な意見 

バス事業者 
・「南相馬～福島線」での福島医大への乗入要望。「船引～葛尾線」の運行。「船引～川内線」の運行維持。 
・乗務員不足も大きな課題。 

タクシー事業者 ・乗務員不足により今後の事業展開にまったく見通しがたたない。 

高等学校 

・常磐線が利用できないため通学が不便。 
・サテライト校までの公共交通手段がなく不便。 
・幹線道路が通っていない地域での広域バスや乗り合いタクシーなどを利用した交通網の整備が望まれる。 
・学校まで（学校付近まで）の（広域）路線バスがほとんどない。（又は本数が非常に少ない）ため、通学が不便。 
・新地駅から学校、商店街、医療機関等アクセスできる交通機関があると便利。 

医療施設 

・公共交通機関の運行便数が少ないため利便性に欠ける。 
・避難地区からのアクセスを充実させると双方のまちづくりに繋がる。 
・バス、電車の運行本数が少なく不便。 
・周回バスなどで医療機関を経由地にできると良いと思う。 
・市街地から離れた立地である事に加え、公共交通機関網も未発達な為、通院・通所・通勤が不便である。 

商業施設 
・定期バスの時間帯（1時間で）での運行（走る）回数が少なく買物をしてもバス待ち時間が長く、不便である。 
・原町駅を中心として、東西に分けた小型バス運行をして頂きたい。学校・病院・市役所・公共施設を循環する交通網。 

復興関連 
事業者 

・朝晩の交通渋滞と駐車場の場所やスペース 
・運行本数の充実と待ち時間を短くできる方策を期待 
・JR常磐線の完全復旧及び駅前公共駐車場（大規模）の整備。 
・福島第一発電所近傍までの公共交通機関（バス、JR等）の早期復旧。 

 



 福島イノベーション・コースト構想の各拠点整備、復興拠点の整備、福島第一原発の廃炉作業等が進展している。

 避難指示の解除が進展。

→福島イノベーション・コースト構想の進展や復興拠点の整備等にともない、拠点等をつなぐ利便性の高い公共交通の確保が課題

→帰還した住民のみならず、新たな居住者が安心して日常生活を送ることができる地域公共交通網の確保が課題

→移動サービスレベルを向上させ、避難住民の帰還を促す交通網の確保が課題
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6）避難指示の解除、福島イノベーション・コースト構想の進展など

福島第一
原子力
発電所

福島第二
原子力
発電所

葛尾村

富岡町

大熊町

双葉町

浪江町

楢葉町 浮体式洋上ウィンドファーム実証研究
（福島沖）

ロボットテストフィールド等
（南相馬市原町区、浪江町)

ＪＡＥＡ廃炉国際共同研究センター国際共同研究棟
（富岡町）

ＪＡＥＡ楢葉遠隔技術開発センター
（楢葉町）

藻類バイオマス・エネルギー実証施設
（南相馬市原町区）

新地町、相馬市、浪江町、 楢葉町の4市町にお
いて、スマートコミュニティの構築に向けた実証事業
を推進

スマートコミュニティ構築ＦＳ
（新地町、相馬市、浪江町、楢葉町）

福島県土着の微細藻類を活用し、国産バイ
オ燃料の生産技術を確立

ロボットの開発・実証のためのロボットテスト
フィールド、国際産学官共同利用施設を整
備

■災害対応ロボット・ドローン実証施設整備
■ロボット・ドローン社会実装に向けたシステム、性能
評価基準等の開発

ロボット関連新規プロジェクト

平成28年度には５ＭＷの浮体式洋上風力発電の運転開始を含め、世界初となる
複数基による本格的な実証事業を実施

多様な分野の国内外の大学、研究機関、企業等 が集結し、廃炉研究を
強化

原子炉格納容器下部の漏えい箇所を調査・ 補修するロボット等の
機器・装置の開発・実証試験や、燃料デブリ取り出しに係る機器・装
置開発、実証試験等の実施

広野・いわき市勿来の両地点に約54万KWの世
界最新鋭の石炭ガス化複合発電（IGCC）プラ
ントを1基ずつ建設・運用する。

石炭ガス化複合発電（IGCC）プロジェクト
（広野町、いわき市勿来）

福島新エネ社会構想に基づき、阿武隈山地・沿岸
部の風力発電のための送電線を増強

阿武隈山地、沿岸部風力発電エリア

福島
第一

原子力災害の教訓等を継承等するための情
報発信拠点福島

第二

情報発信（アーカイブ）拠点施設
（双葉町）

燃料デブリや放射性廃棄物などに含まれる難測定核種分析手法等の開発や、燃料デブリや汚
染水処理後の二次廃棄物等の性状把握、処理・処分技術の開発等を実施

ＪＡＥＡ大熊・分析研究センター
（大熊町）

大熊町で被災した水産種苗研究・生産の相馬市で
の復旧整備や魚介類の安全性確保のための技術
開発を行う水産研究拠点を整備

水産種苗研究・生産施設（相馬市）
水産研究拠点（いわき市）

59万kWのコンバインドサイクル方式発電設備
2基で構成される天然ガス(LNG)火力発電所整備
プロジェクト

天然ガス（LNG）火力発電プロジェクト
（新地町）

福島イノベーション・コースト構想 主な拠点、プロジェクト、関連（研究）機関等 2017年４月現在

浜地域の営農再開・農業再生を図るための調査研究を現
地環境下において実施。

飯館村：カスミソウ、トルコギキョウの栽
培ハウス施設整備

葛尾村：胡蝶蘭栽培施設の整備

環境制御型花き園芸施設
（飯館村、葛尾村）

大川原地区に20,000㎡のイチゴ栽培施設
を整備

太陽光利用型植物工場
（大熊町）

復興の前提となる環境回復・創造に向け、モニタリング、調
査研究、情報収集・発信、教育・研修・交流を総合的に
実施

環境創造センター（三春町）
環境放射線センター（南相馬市原町区）

農業総合センター（郡山市）
浜地域農業再生研究センター（南相馬市原町区）浜地

域研究所（相馬市）
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